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の適用状況は、時代によって変化がある。昭和 22 年（1947 年）に制定された日本の原
始独禁法の第六章には自然独占に固有な行為を独禁法の適用除外とする条項（旧 21 条）
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表 1 電力産業の発展史 
 
年代 主な特徴として 
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1970 年代 独立発電事業者の出現。発電分野の自然独占性に対する疑問。 
発電部門と送電部門との垂直統合の経済性が確認された。 
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Utilities Regulatory Policies Act）の公布である。その後、1992 年国家エネルギー政
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は規制された TPA と交渉ベースの TPA があり、規制された TPA では料金は公表され
るほか、通常規制当局によって規制される。これに対して、交渉ベースの TPA ではア
クセス条件を交渉によって決められる。 
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図 2  政府規制 




















                                                   







































規制機関は変更命令を出すことができる（第 24 条の 3）。また、一般電気事業者が正当
な理由なく託送供給を拒んだ時、規制機関は託送供給を行うべきことを命じることがで





更命令を下すこともできる（第 19 条の 2）。また、振込供給についても、規制機関の変
更命令を定めている（第 24 条の 4）。 
（３）については、2001 年からの第 3 次の自由化改革において、発送電分離の必要
性及び仮に分離するとした場合の具体的な分離方式についての規制は構造的規制に属
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び規制体制を基に、大きく 3 つの時期に分けて紹介する。 
 
一 計画経済体制の下での電力産業 
（時期：1949 年～1978 年） 
改革開放前は、中国は単一的な公有制経済制度の下に、旧ソ連から学んだ高度に集約
的な計画経済を実行してきた。この計画経済体制の下で、中国の電力産業は主に以下の











































年の電力供給量は、建国当初の 1949 年と比較して 80％増加したと言われる203。また、























の回復期と 1963 年~1965 年の国民経済の調整期間を除き、1953 年から始められた第１次 5 カ

































また、1961 年から 1965 年までの 5 年間で、東北・華東・中原・西北という 4 つの
省のまたぐ電業管理局が設置され、山西・内モンゴル・広東・四川・貴州・雲南・邯峰
安などの省（市・自治区）レベルの電業管理局が設置された。全国に、京津唐・東北・







 1966 年から 1977 年にかけては「文化大革命」の時期であった。この時期は、電力
産業に対する規制権限が、地方政府と中央政府の間で転々とした。 






































































                                                   

























広東省政府と深セン市政府は、香港の Hopewell Holding Limited（香港合和電力公司）
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地方政府によって電力産業を規制している省（自治区）は 4 つになった。 
212『中国基礎施設産業政府監管体制改革研究報告』（中国財政経済出版社、2002）。 
213 当時、龍口発電所を建設するために、水電部は 0.6 億元の発電設備を投資して、地方政府は
1.45 億元の工程建設を投資した。現在は、「山東省百年電力発展股份有限公司」に名前が変わっ
た。中国が国有企業に対する公司体制改革を行ったことにより、2000 年 10 月 30 日に、新たに
登録された企業である。 




































（時期：1987 年～2002 年） 
                                                   
215 「国務院批転国家経委等部門《関于鼓励集資弁電和実行多種電価的暫行規定》的通知」中華
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216 王暁曄『反壟断法』（法律出版社、2011）288 頁。 













































































































2002 年 3 月に、国務院は、国家発展計画委員会により提出された「電力体制改革方
案224」225（国発[2002]5 号、「5 号文件」と通称される）を採択した。当該方案では、
当時中国の電力産業においては、主に「独占的経営体制」、「省際における市場の閉鎖」
及び「規制の不合理性」という 3 つの問題が生じていると分析されている226。 
これらの問題点を解決するため、今回の電力体制改革の基本的な目標として、「独占
体制を打破し、競争を導入して、効率を引き上げ、コストを低減させ、電気料金の形成



















































































図 4 発送電分離後の仕組み 
 
（出所：筆者作成。） 








































年から 2010 年まで二度にわたり先送り234をされた後、2011 年の年初に、国務院に認
められ、第二段階の主補分離が始まった。2011 年 9 月 29 日に、第一段階で電網会社か























第 3 期（2011）81 頁。 
































                                                   





238「電監会印発電力用戸向発電企業直接購電試点暫行弁法」広西電業第 6 期（2004）10~11 頁。 
239 電力監管年度報告（2011）7 頁、及び 2007 年第 3 期華中電力第 20 巻。丁楽群・黄興・柳艶

















に導入されており、今後は試行地域を拡大する方針で、2011 年末まで、全国 5 つの省・
自治区・直轄市の総計 15 社（中鋼集団吉林炭素股份有限公司、遼寧撫順アルミ工場、












電力監管委員会を設立することは、2002 年 4 月の国務院の「5 号文件」によって決
定された。2003 年 3 月より正式に規制職務を開始した。主な規制権限は以下のように
定められている。2003 年 2 月 24 日に国務院が公布した「国家電力監管委員会の職能の





（電監輸電［2004］17 号）の 11 及び「電力需要家の発電企業と直接取引試点に関する問題の
通知」（電監市場［2009］20 号）の二（三）2 によって規定されている。 






























また、2007 年に、電網公司によって管理されていた 920 万 kw 及び国家電網公司に配
分された 647 万 kw の発電資産を現金化して、発送電分野の分離が実現された。 
しかし、現在国家電網がピーク対応用の発電所、一時的に管理している発電所、及び
約 1500 万 kw の装機容量を有しているので、実際上は分離が不徹底であるという懸念
が残されている246。電網公司は、これらの発電資産及び装機容量を有しているので、発
                                                   
244「国務院弁公庁関与印発国家電力監管委員会職能配置内設機構和人員編制規定的通知」国務
院公報（2003.9）7 頁~8 頁。 
245 原文は、中国政府のホームページ http://www.gov.cn/zwgk/2005-05/23/content_272.htm で
参考できる。 





































248 唐昭霞『中国電力市場結構規制改革研究』（西南財経大学出版社、2011）118 頁。 
249 原文は中国政府のホームページ http://www.gov.cn/zwgk/2008-03/21/content_925499.htm
で参考できる。 



































1000kv 1200   ― 1   ― 
750kv 1660 －13.54 2740 －38.99 
500kv 5765 －39.28 7297 －4.04 
330kv 606 －36.88 835 －50.85 
220kv 11675 －13.12 23160 －5.47 
合 計 20906 －19.01 35071 －21.59 
（出所：電力監管委員会・「電力監管年度報告」2011 年 86 頁） 
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電企業 7 社 
































許可を受けた発電企業は 20,299 社もあり、全国の装機容量は 10.6 億 kw である。以下









以上の大手発電集団 27 社で、は全国の発電容量の 71.41％を有する。 
 










                                                   



































囲内で「融通」を実現しようとしている。2011 年 5 月から 2011 年末にかけて、国家電
網公司は、西北電網、華中電網、華東電網、東北電網、華北電網の下でそれぞれに西北
支社（中国語で「分部」と言える、以下同じ）、華中支社、華東支社、東北支社を新設















































261 梁鐘栄「国家電網拆分巨難五大区域電網有名無実」中国貿易報（2013.3.21）第 7 面蒙定中
氏に対するインタビューの内容である。 











年∼1958 年）→水利電力部（1958 年∼1978 年）→電力工業部（1979 年∼1982 年）→水














しかし、2008 年 8 月、国家能源局が、国家発展改革委員会の傘下機関としてエネル












                                                   
264 楊鳳『経済転軌与中国電力監管体制建構』（中国社会科学出版社、2009）119 頁~120 頁。 














































































                                                   










日本を含め世界のおよそ 30 か国の電力関係法規を参考した上で制定したものであった。 
電力法は全十章、75 条で構成され、主な内容は電力産業の建設、生産、管理などに












1996 年 4 月 17 日公布、国務院）；2、「電力供給と使用に関する監督管理弁法」272（「供
用電監督管理弁法」1996 年 5 月 19 日公布、電力工業部）；3、「給電営業区の区画と管
理に関する弁法」273（「供電営業区划分及管理弁法」1996 年 5 月 19 日公布、電力工業
部）；4、「用電検査管理弁法」274（「用電検査管理弁法」1996 年 8 月 21 日公布、電力
工業部）；5、「需要家の家庭用電化製品の損傷に関する処理弁法」275（「居民用戸家用電
器損壊処理弁法」1996 年 9 月 1 日公布、電力工業部）；6、「給電営業規則」276（「供電
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275 「居民用戸家用電器損壊処理弁法」中華人民共和国国務院公報第 27 期（1996）1089∼1091
頁。 
276 「供電営業規則」電力標準化与計量第 2 期（1997）2~16 頁。 






以来いくつかの電力関連法規が公布された。特に、国家電力公司が 5 つの発電公司と 2
つの電網公司、4 つの補助事業公司に分離された後、区域電力市場を構築する目標の確
立に対応するために、2003 年 7 月に「区域電力市場の建設に関する指導意見」278（「関
与区域電力市場建設的指導意見」2003 年 7 月 24 日公布、電力監管委員会）、「電力市場
運営基本規則」279（2005 年 10 月 13 日公布、電力監管委員会）、「電力市場監管弁法」
280（2005 年 10 月 13 日公布、電力監管委員会）、「電力市場運営技術支持系統功能規範
（試行）」281（2003 年 7 月 24 日公布、電力監管委員会）という 4 つの法規が公布され




















                                                   
278「関与区域電力市場建設的指導意見」中華人民共和国国務院公報第 3 期（2004）33~35 頁。 
279「電力市場運営基本規則」中華人民共和国国務院公報 27 期（2006）38~40 頁。 
280「電力市場監管弁法」中華人民共和国国務院公報 27 期（2006）40~43 頁。 







































                                                   
283 新華網ホームページを参考。
http://news.xinhuanet.com/zhengfu/2005-04/11/content_2813032.htm  











25 万 kw 以上の水力発電所、揚水発電所、火力発電所、石炭燃焼での熱併給発電併給











表 4 電力産業における参入規制の内容について 
規制分野 参入規制の具体的な内容 規制機関（審査・許可制） 
発電分野 主要河川に建設する項目又は総設備容量が 


























































                                                   













化にする改革）政策が推進され、2002 年 12 月末までに、国内の 23 省区で都市と農村
の民生用料金が同じになった286。 









あると言われている。2003 年 7 月に国務院弁公庁は政府規制部門・電力事業者に対し
て「電気料金改革案」を示し、電気料金改革の目標、原則及び主要な改革措置を明確に
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認可制    卸料金連動制 
 
 
















                                                   
290 国家発展改革委員会の価格司の職責について、以下の政府サイトを参考。
http://www.sdpc.gov.cn/znbm/default.htm  




















































295 張欽「有関我国電価改革的幾点探討」能源技術経済第 23 巻第 2 期（2011.2）21 頁。 
296「核電新建機組将実行統一標杆電価」中国証券報（2013.7.3）第 A06 版。 































また、2013 年 6 月に国家発展改革委員会は需要家の種類について、従来の 8 つの類
型（居民生活、非居民照明、商業、非工業、一般工業、大工業、農業生産用電など）を
3 つの類型（居民生活、農業生産、工商業及びその他）に簡素化した302。現行している
                                                   
298 胡恩同（復旦大学、2006）18 頁。 
299 胡恩同（復旦大学、2006）126 頁。 
300 中国政府のホームページ参考。http://www.gov.cn/ziliao/flfg/2005-06/21/content_8275.htm  





























                                                   
303 中国の学者のほとんどは現在中国電力産業の料金規制制度に対して批判的な姿勢を示して
いる。呉麗壱「煤電之争的原因及対策分析」煤炭経済研究第 32 巻 2 期（2012.2）34 頁。張欽
「有関我国電価改革的幾点探討」能源技術経済第 23 巻第 2 期（2011.2）23 頁。 
304 国家発展改革委員会の能源局サイトを参考。
http://www.nea.gov.cn/2011-08/17/c_131054427.htm  
305 例えば、国家発展改革委員会は 2005 年 5 月 1 日に第一回の「石炭と電気料金の連動制」を
実施して、全国の小売料金を 2.52 分/kwh 値上げした。その後、卸電気料金または小売料金（非
居民用小売料金）に対して、何回の値上げを実施した。2006 年 6 月 30 日に、卸電気料金を 1.174
分/kwh 値上げして、小売料金を 2.5 分/kwh 値上げした。2008 年 7 月 1 日に全国の小売料金を
2.5 分/kwh 値上げした。同年の 8 月 20 日に、全国の火力発電事業者の卸電気料金を 2 分/kwh
値上げした。しかし、こうした値上げの調整政策は即時性・合理性が乏しいので、送配電事業者
は赤字が出てきた。2009 年 11 日に国家発展改革委員会は全国の小売料金を 2.8 分/kwh 値上げ
したが、送配電事業者は赤字の経営状態を変われなかった。呉麗壱「煤電之争的原因及対策分析」

















































































































                                                   
306 張占江「自然壟断行業的反壟断法適用―以電力行業為例」法学研究第 6 期（2006）53 頁。 


























































奨銷售活動中不正当競争行為的若干規定」1993 年 12 月 24 日公布）、 
（２）「公共企業による競争制限行為の禁止に関する若干規定」311（「関与禁止公共企
業限制競争行為的若干規定」1993 年 12 月 24 日公布）、 
（３）「著名商品の特有な名称・包装・デザインの盗用行為の禁止に関する若干規定」
312（「関与禁止倣冒知名商品特有的名称、包装、装潢的不正当競争行為的若干規定」1995
年 7 月 6 日公布）、 
（４）「営業秘密の侵害の禁止に関する若干規定」313（「関与禁止侵犯商業秘密行為的
若干規定」1995 年 11 月 23 日公布）、 
（５）「商業賄賂行為の禁止に関する暫行規定」314（「関与禁止商業賄賂行為的暫行規
定」1996 年 11 月 15 日公布）、 
（６）「入札談合行為の禁止に関する暫行規定」315（「関与禁止串通招標投標行為的暫
行規定」1998 年 1 月 6 日公布） 
の六つの規定が公布された。 
さらに、「不正当競争法」が実施されてから、人民法院によって審理された不正競争
                                                   
309 中国語で「公用企業」という。 
310 同規定の原文：北京工商管理第 2 期（1994）4 頁。 
311 同規定の原文は以下の政府サイトで掲載されている。
http://www.people.com.cn/item/flfgk/gwyfg/1993/303101199313.html 
312 同規定の原文：工商行政管理第 15 期（1995）4~5 頁。 
313 同規定の原文：工商行政管理第 Z1 期（1996）6~7 頁。 
314 同規定の原文：工商行政管理第 24 期（1996）4~5 頁。 



































                                                   
316 同解釈の原文：新法規第 1 期（2007）103~108 頁。 
317 蒋志培・孔祥俊・王永昌「関与審理不正当競争民事案件応用法律若干問題的解釈的理解与適
用」人民司法（2007.3.5）26~33 頁。 
318 龔驍毅「中国反不正当競争法とその運用状況」公正取引 678 号（2007.4）9 頁。 

















また、同法第 23 条は、第 6 条の違法行為の法的責任として、「省レベルまたは区を
設置している市の監督検査部門は、違法行為を停止するよう命じなければならず、情状
によって 5 万元以上 20 万元以下の罰金を科することができる。指定された事業者は
これに乗じて低品質高価格の商品を販売し、又は費用をみだりに取り立てた場合、監督
検査部門は、違法所得を没収しなければならず、情状によって、違法所得の 1 倍以上 3 
倍以下の罰金を科することができる」と規定している。 
 














                                                   














「中華人民共和国反壟断法」321（主席令第 68 号、以下「反壟断法」という）は 2007




















                                                   
321 同法の原文：以下の政府サイトを参考。
http://www.gov.cn/flfg/2007-08/30/content_732591.htm  





予防及び是正するために、2010 年 12 月 29 日に、①実体規定―「価格独占禁止規定」324
（「反価格壟断規定」国家発展改革委員会令第 7 号）と、②その手続規定―「価格独占
禁止行政法執行手続規定」325（「反価格壟断行政執法程序規定」国家発展改革委員会令
第 8 号）を発布した。 





国家工商行政管理総局令第 42 号）という二つの手続規定を公布した。 





力排除、制限競争行為的規定」国家工商行政管理总局令第 55 号）である。 
 （３）商務部の反壟断局は企業結合に関する規制及び手続を明確するために、2009
年 11 月 27 日に、①「企業結合の届出弁法」331（「事業者集中申報弁法」商務部令 2009
年第 11 号）、②「企業結合の審査弁法」332（「事業者集中審査弁法」商務部令 2009 年
第 12 号）を公布した。 


























条件の実施を明確にするため、2010 年 7 月に、③「企業結合の資産または業務の剥離
実施に関する暫定規定」333（「関与実施事業者集中資産或業務剥離的暫行規定」商務部
公告 2010 年第 41 号）を公布した。企業結合の市場競争に対する影響を評価する際に
その判断要素を明確するため、2011 年 8 月 29 日に、④「企業結合による競争への影響
評価に関する暫定規定」334（「関与評估事業者集中競争影響的暫行規定」商務部公告 2011
年第 55 号）を公布した。また、事前届出基準を満たすにも関わらず事前届出を怠った
事業者についての調査・決定を制度化するため、2011 年 12 月 30 日に、⑤「法に基づ
き届出を行っていない事業者結合の調査処理に関する暫定弁法」335（「未依法申報事業
































































                                                   
336「価格独占禁止規定」第 6 条。 
337「価格独占禁止行政法執行手続規定」第 14 条。 
338「独占協定の禁止に係る条項」第 3 条。 
339「独占協定の禁止に係る条項」第 12 条。 

















て判断する342。また、一つの事業者の関連市場における市場占拠率が 2 分の 1、二つの
事業者の関連市場における市場占拠率の合計が 3 分の 2、三つの事業者の関連市場のお













                                                   
341「反壟断法」第 17 条。 
342「反壟断法」第 18 条。 
343「反壟断法」第 19 条。 
344「企業結合の申告標準に関する規定」（2008 年国務院令第 529 号）第 3 条によると、以下の
標準に満たすと、申告しなければならない：①事業者集中に参加するすべての事業者の前会計年
度の世界売上高の合計が 100 億人民元を越え、かつ、そのうち少なくとも 2 事業者の前会計年
度の中国国内における売上高がいずれも 4 億人民元を超える；または、②事業者集中に参加す
るすべでの事業者の前会計年度の中国国内における売上高の合計が 20 億人民元を越え、かつ、



























                                                                                                                                                     
超える。 
345「企業結合の審査弁法」第 11 条。 










壟断法」の条文は「公正取引」685 号（2007 年 11 月）に掲載された公正取引委員会官房国際課
により仮訳した「中華人民共和国独占禁止法」を参考した。） 
































                                                   
349「反壟断法」第 35 条。 
350「反壟断法」第 36 条。 
351「反壟断法」第 37 条。 
352「行政権力の濫用により競争の排除・制限の禁止に関する規定」第 5 条。 
353 同法の原文：以下の政府サイトを参考。
http://www.gov.cn/banshi/2005-09/12/content_69757.htm  
354 李在峰「実施価格法完善価格法律体系」価格与市場第 6 期（1998）6 頁。卞耀武「宣伝貫徹
価格法意義深遠」価格理論与実践第 5 期（1998）6 頁。 


























                                                   
356 韋大楽「価格法成効与完善建議」法学雑誌第 24 巻（2003.7.15）49 頁。 
357 同法が 2010 年に修正された。修正後の原文について以下の政府サイトを参考。
http://www.gov.cn/zwgk/2010-12/10/content_1762672.htm  
358 例えば、2011 年 5 月 6 日に国家発展改革委員会は、ユニリーバ（中国）が値上げの情報を
流布して市場秩序を混乱する価格違法行為に対して、同時既に公布された「反壟断法」ではなく、
「価格法」第 14 条、及び「価格違法行為行政処罰規定」（当時）第 6 条第一項第１号に違反す
ると判断した。但し、ユニリーバ（中国）が公開的に価格調整の一時停止を宣言し、消費者に謝
罪し、自ら違法行為の影響を軽減させたことを考慮して、結局、「価格違法行為行政処罰規定」
第 6 条、第 17 条第二項第 1 号及び「行政処罰法」第 27 条第 1 号の規定に基づき、上海市物価
局によって 200 万元の行政罰金を科された。（「聯合利華散布漲価信息被罰両百万元」人民日報
（2011.5.7）第 2 版） 
359 李常青・万江「価格法与反壟断法的競合与選択適用問題研究」中国価格監督検査第 12 期（2012）
24 頁。 
360 例えば、史際春・肖竹「論価格法」北京大学学報（哲学社会科学版）第 45 巻第 6 期（2008.11）
56~63 頁。黄勇・劉燕南「価格法与反壟断法関係的再認識以及執法協調」価格理論与実践第 4
期（2013）11~22 頁。鄭翔「協調反壟断法与価格法関係的探討」北京交通大学学報（社会科学
































                                                   
361「価格法」第 3 条。 
362 黄勇・劉燕南「価格法与反壟断法関係的再認識以及執法協調」価格理論与実践第 4 期（2013）
11~22 頁。 
363 呂清正「反壟断法和価格法的関係与立法協調探討」安徽大学法律評論第 1 期（2006）127~139
頁。鄭翔「協調反壟断法与価格法関係的探討」北京交通大学学報（社会科学版）第 6 巻第 3 期
（2007.9）93~97 頁。 
364「価格法」第 18 条。 




























ことを禁止する（第 32 条）と規制している。 







                                                   
366 王仁富「中国競争法律体系及其協調性研究」（安徽大学、2010）23 頁。 
367 同法の原文：以下の政府サイトを参考。
http://www.people.com.cn/item/flfgk/rdlf/1999/111701199904.html  
368 国務院公報第 19 期（2001）13~16 頁。 




































国反壟断法大綱」（1999 年 11 月 30 日案）は、「郵便、鉄道、電力、ガス、水道等の自






の 5 年以内に、この法律の規定に適用しない。」（附則第 53 条）371と規定していた。ま




























                                                   
371 陳丹舟『中国反壟断法（独占禁止法）におけるカルテル規制と社会主義市場経済―産業政策
と競争政策の「相剋」』（早稲田大学出版社、2013）274 頁。 
372 陳丹舟（2013）277 頁。 


































                                                   
375 張傑斌「特定行業的「反壟断法」適用研究―「中華人民共和国反壟断法」第七条評析」北京
化工大学学報（社会科学版）第 4 期（2007）21 頁。 
376 国有資産監督管理委員会の主任李栄融に対するインタビュー。新華網。
http://news.xinhuanet.com/fortune/2006-12/18/content_5504102.htm 
377 新華網。http://news.xinhuanet.com/fortune/2006-12/18/content_5504102.htm  
378 1991 年 6 月に発布された「中華人民共和国煙草専売法」に基づく。 










































383 孟雁北「我国反壟断法之于壟断行業適用範囲問題研究」法学家第 6 期（2012）45 頁。 
384 張傑斌「特定行業的反壟断法適用研究―中華人民共和国反壟断法第七条評析」『北京化学大学
学報（社会科学版）』第 4 期（2007）25 頁。 
385 張傑斌「特定行業的反壟断法適用研究―中華人民共和国反壟断法第七条評析」『北京化学大学




























                                                   
386 方小敏「論反壟断法対国有経済的適用性―兼論我国反壟断法第 7 条的理解和適用」南京大学
法学評論春季巻（2009）138 頁。 
387 つまり、反壟断法第 15 条に規定されている適用除外となる独占的協定である。 
388 王茂林「論我国反壟断法適用除外制度」西部法学評論第 1 期（2009）74 頁。陳忠言・張巍
「反壟断法適用除外制度若干問題研究」2010 年 5 月雲南大学学報（法学版）第 23 巻第 3 期 119
頁。 
389 呉宏偉・金善明「論反壟断法適用除外制度的価値目標」政治与法律第 3 期（2008）46 頁。 
390 孟雁北「我国反壟断法之于壟断行業適用範囲問題研究」法学家第 6 期（2012）46 頁。 
391 孟雁北（2012）47 頁。 
392 孟雁北（2012）51 頁。 
393 同法第 83 条は、「同一機関が制定した法律、行政法規、地方性法規、自治条例、単行条例、
規章について、特別規定と一般規定が一致しない場合、特別規定を適用する。新しい規定と従前
の規定が一致しない場合、新しい規定を適用する。」と定めている。 







































































                                                   










































                                                   
400 張占江「電力行業的反壟断法適用研究」経済法論叢第 13 巻（2007）177 頁。 
401 夏清・黎燦兵・江健健・康重慶・沈瑜「国外電力市場的監管方法、指標与手段」電網技術 27
（3）（2003）1~4 頁。 






























                                                   
403 張占江「電力行業的反壟断法適用研究」経済法論叢第 13 巻（2007）177 頁。 
404 2002 年の国務院 5 号文件によると、国家電網公司に管理された各電網公司が全ての発電資
産を分離するわけではなく、電力バランスを調整するために、発電総量の約 9%以下の発電資産
は保留されていた。現在国家電網がピーク対応用の発電所及び一時的に管理している発電所、ま
たは、1500 万 kw ぐらいの装機容量を有している。唐昭霞『中国電力市場結構規制改革研究』
（西南財経大学出版社、2011 年）117 頁。そのうち、国家電網はその傘下に、火力発電と水力
発電に関わる全額出資子会社として、国網新源ホールディングス、国網能源有限公司、国網新源
水電有限公司の 3 社を有している。「電力送配分離改革がスタート 発展改革委員会が専門チー





法第 17 条第 1 項（一）406に該当する恐れがある。 
また、正当な理由がないのに、発電事業者との取引を拒絶し、または、需要家への電
力供給を拒絶すると、反壟断法第 17 条第 1 項（三）407に該当する恐れがある。また、
正当な理由がないのに、他の発電事業者に対し、取引価格などの取引条件を差別的に設
定し、または、自己と関係する発電事業者の電力を優先的に購入するなどの差別待遇を





























































                                                                                                                                                     
2011）第 287 頁~322 頁。王暁曄『論反壟断法』（社会科学文献出版社、2010）第 355 頁~397
頁。陳思亮「論反壟断法対行政独占的規制―基于行政壟断特徴的分析」ホロンバイル学院学報第
17 巻第 4 期（2009.8）。日本語文献：1.陳乾勇「中国における「行政独占」規制の実態」国際商
事法務第 37 巻第 1 号（2009）。中川政直「官製談合規制と行政独占規制―日中比較」『関東学院
法学』第 20 巻第 4 号（2011.3）。戴龍博士論文「中国における競争政策と政府規制―行政独占
規制を中心に」など。 
410 王暁曄『論反壟断法』（社会科学文献出版社、2010）379 頁。 
411 余暉（中国経済体制改革研究会公共政策研究中心主任）「南方週末・経済欄目」（2007.7.5）。 
412 王俊豪・王建明「中国壟断産業的行政壟断及其管制政策」中国工業経済第 12 期（2007.12）
34 頁。 

































































                                                   
415 王暁曄「行政壟断問題的再思考」中国社会科学研究院研究生院学報第 4 期（2009）56 頁。 
416「行政批複」（Administrative  Replies）は、中国の行政文書の一種である。下級部門から
上がってきた書類に意見や指示を書き記して返す行政文書である（「中華人民共和国国家行政機




























図 8 本件の説明図 
  
 






     
 
（川下市場） 








                                                   


























の申告標準に関する規定」（国務院令第 539 号 2008 年 8 月 3 日）に基づき、申告すべ
き標準423を満たすかどうかを判断した上、「企業結合の届出弁法」（「事業者集中申報弁
法」商務部令 2009 年第 11 号）に従って、「事業者集中」の規制機関（商務部）に届出
を提出すべきである。商務部は、「企業結合の審査弁法」（「事業者集中審査弁法」商務
部令 2009 年第 12 号）に基づき、競争制限効果などに対して審査した上、今回の買収
                                                   
419 2009 年 1 月にパブリックコメントに付された「企業結合届出暫定法案」第 3 条において、











え、かつ、そのうち少なくとも 2 事業者の前会計年度の中国国内における売上高がいずれも 4
億人民元を超える；事業者集中に参加するすべでの事業者の前会計年度の中国国内における売上
高の合計が 20 億人民元を越え、かつ、そのうち少なくとも 2 事業者の前会計年度の中国国内に
おける売上高がいずれも 4 億人民元を超える。国家電網公司の前会計年度（2009 年度）の売上



























































































































432 陝西省地方電力公司の幹部職員 200 人や地元の警察 60 人が鉄筋や棍棒を手に国家電網公司
の職員 4 人を負傷させ、1 人は入院したそうであった。中国紙・新京報 A5 面（2012.5.7）。 
126 
 



































                                                   


























































































三 山東省魏橋事件（2012年 5月） 
（一）事案の概要 





                                                   




た441。本件の経緯については、以下の図 10 のとおりである。 
 
図 10 事件経緯の時間軸442 
 














第二段階：1999 年 9 月 28 日から 
























































































































 現行の「電力法」第 25 条には、「一つの電力供給区域に一つの電力供給営業機構のみ
を設置する事ができる」という規定がある。 
また、「給電営業区の区画と管理に関する弁法」（「供電営業区划分及管理弁法」、1996

















                                                   
443 2012 年 7 月 9 日に公布した米経済誌『フォーチュン』に掲載された 2012 年世界トップ 500
企業ランキングにより。 

































場占有率が 2 分の 1 に達する場合、二つの事業者の関連市場における市場占有率の合計
が 3 分の 2 に達する場合、三つの事業者の関連市場における市場占有率の合計が 4 分
の 3 に達する場合、当該事業者が市場支配的地位を有するものと推定することができる
                                                   
445 陳黛「魏橋変法買電記」大経貿第 6 期（2011）87 頁。夏清教授のコメントである。 




































                                                   




































日本では、第 2 回の自由化改革を通して、2000 年 3 月 21 日から大規模工場やオフ
ィスビル、デパートなど契約電量（使用規模）が 2000kw 以上の特別高圧（2 万 v 以上）
需要家（大規模ビル、百貨店、大規模工場）が自由化の対象となった。これによって、
自由化された小売市場へ新規参入できる者（PPS、新電力）が登場し始めた。既存電気


































                                                   




















経済を発展させるため、中国の中央政府は、世界銀行から 9 億 3,000 万ドルの融資を受
けて、二灘水力発電所を建設した451。二灘水力発電所は中国南西地域の四川省と雲南省
の境にあり、鉄鋼都市攀枝花市から 46km 離れた長江の支流の一つである雅覇江に建設






















453 袁文平・劉恒「体制作怪：二灘水電站的成功与困惑」経済理論与経済管理第 2 期（2001）56
頁。 
454 袁文平・劉恒（2001）56 頁。 




457 二灘水力発電所は、2000 年に計画された電力販売量は 83 億 kwh であり、発電能力の半分
に達していなかった。実際の発電量は 40 億 kwh であって、計画された発電量の半分に達して
いなかった。豊富な水資源を浪費して発電量の損失は、31.49 億 kwh であった。袁文平・劉恒
「体制作怪：二灘水電站的成功与困惑」経済理論与経済管理第 2 期（2001）56 頁。 
458「二灘水発站為何陥入困境」瞭望新聞週刊第 24 期（2000.6.12）11 頁。 
137 
 
図 12 本件の説明図  
 
































                                                   


















































462 譚紅琳「我国反壟断法対壟断企業的影響研究」法制与社会（2009.7）（中）136 頁。 






























                                                   















































                                                   
467 戴龍「中華人民共和国独占禁止法調査報告書（抜粋）17 頁。 
468 正当な理由なく、取引先が自己との間でのみ取引するよう制限し、またはその指定した事業
者との間でのみ取引するよう制限すること。 








































第四章  日本電力産業の規制状況及び自由化改革についての考察 
本章では、日本電力産業の事情を考察する。周知のように、日本の電力会社の供給の
安全性・安定性は、世界的にもトップクラスであり誇れるものである。しかし、日本電

















日本の電力産業の歴史は、明治 16 年（1883 年）に設立許可を得て、同 20 年（1887




















































475 橘川武郎『日本電力業発展のダイナミズム』（名古屋大学出版社、2004）84 頁。 
476 橘川武郎（2004）84 頁。 
477 橘川武郎（2004）84 頁、109 頁。 
478 電気事業講座編集委員会『電気事業発達史』（電力新報社、1986）79 頁。 
479『電気事業発達史』（電力新報社、1986）79 頁。 











1938 年 3 月に電力国家管理関連法案の成立によって、電力連盟が解散された。「電力











三 戦後における 9電力体制の形成（1951年以降） 
戦後、日本は連合軍総司令部(GHQ)の統治下において、国家管理体制下の日本発送電
の独占問題を解決するため、日本発送電の民営化あるいは分割について議論を始めた。
1950 年 11 月に電気事業再編成令と公益事業令がポツダム政令として公布され、日本の
電力業における民営形態の復活が決定した487。電気事業再編成令と公益事業令の施行に
伴い、1950 年 12 月には、電力国家管理の法的基盤となっていた電力管理法が廃止され、
電力事業の新しい行政機関として公益事業委員会が発足した488。そして、1951 年 5 月
には、電力事業の再編成により、日本全国には、北海道電力、東北電力、東京電力、北
陸電力、中部電力、関西電力、中国電力、四国電力、九州電力という 9 つの民間電力会
                                                   
481 橘川武郎（2004）156 頁。 
482 橘川武郎（2004）162 頁。 
483 電気事業講座編集委員会『電気事業発達史』（電力新報社、1986）89 頁。 
484 伊藤成康「ネットワークとしての電気事業」南部鶴彦・伊藤成康・木全紀元『ネットワーク
産業の展望』（日本評論社、1994）192 頁。 
485 橘川武郎『日本電力業発展のダイナミズム』（名古屋大学出版社、2004）167 頁。 
486 橘川武郎（2004）203 頁。 
487 橘川武郎（2004）191 頁。 






1964 年 7 月に新電気事業法の公布により、電力事業再編成以来の民有民営地域別 9 分
割方式が法的に追認された、9 電力体制は定着した490。1972 年沖縄の返還により、沖
縄電力を加えた 10 大電力会社の体制を形成された。これらの 10 社の以外にも、電源
開発（株）491と日本原子力発電といった国策会社も設立された。 
電気事業再編成によって誕生した 9 電力体制の発足以来、日本の電力市場は、急激な


















1995 年 4 月に、電気事業法が 31 年ぶりに改正され、同年 12 月に施行された。今回
の法改正によって日本電力産業に第一回の自由化改革が行われた。この回の改革の主な
                                                   
489 伊藤成康（1994）192 頁、橘川武郎（2004）191 頁。 







492 橘川武郎『日本電力業発展のダイナミズム』（名古屋大学出版社、2004）364 頁。 











(Independent Power Producer、IPP)と呼ばれている。IPP は、既存の一般電力事業者























                                                   
494「卸供給」とは、「一般電気事業者に対するその一般電気事業の用に供するための電気の供給





































                                                   
496 負荷平準化とは、時間帯や季節ごとの需要格差を縮小する努力である。その手段として、ピ
ークシフト、ピークカット、ボトムアップの 3 種類がある。（電気事業連合会） 
497 電気事業連合会ウェブサイトにより。 
498 伊藤規子・宮曽根隆、第三章「ヤードスティック競争」『講座・公的規制と産業 第一巻電
































































2004 年に中規模工場やスーパー、中小ビルなど契約電量が 500kw 以上の高圧（6、






2001 年から 2003 年まで総合資源エネルギー調査会で議論された第三回の電力自由
化改革では、初めて日本電力産業の「発送電分離」について本格的に検討し始めた505。
                                                   
























所（Japan Electric Power Exchange、略称 JEPX）が創設された。日本卸電力取引所
は、日本国内における唯一の卸電力取引所として、2005 年 4 月からスポット市場（１
日前市場）509、先渡市場510を、2009 年 9 月から時間前市場511を、2012 年 6 月から分
散型・グリーン売電市場512を開設している513。また、取引は電気の現物売買のみを扱い、


















力確保や経済的差し替えによる取引も可能となった（2012 年 6 月取引開始）（資源エネルギー
庁「最近の卸電力取引における現状等について」（2013.4.16）3 頁）。 
512 2013 年 5 月に決定された政府の「今夏の電力需給対策について」に掲げられた供給サイド
の取り組みとして、取引が開始された（資源エネルギー庁「最近の卸電力取引における現状等に
ついて」（2013.4.16）3 頁）。 
513 資源エネルギー庁「最近の卸電力取引における現状等について」（2013.4.16）3 頁。 
151 
 
需要家や現物の取引をしない者は参加できない514。2014 年 5 月 29 日時点で、会員企
業は一般電気事業者の 9 社のほか、電源開発株式会社・東京瓦斯株式会社・大阪瓦斯株
式会社・丸紅株式会社・イーレックス株式会社・日本製紙株式会社・コスモ石油株式会





















2013 年 4 月 2 日に閣議決定された全面自由化することを明記した「電力システムに
関する改革方針」（以下、「2013 年改革方針」という。）によると、今後、日本電力産業
に行われるシステム改革の方向及び具体的な措置については、主に、以下のような 3 つ
の段階で進めていくことになる（以下の図 13 のように）。つまり、電力改革の「3 つの
柱」である。これらの改革措置は、日本電力産業にとって、1951 年に現在の電力制度
ができて以来の抜本改革となっている。 
                                                   
514 資源エネルギー庁「最近の卸電力取引における現状等について」（2013.4.16）3 頁。 
515 具体的に、日本卸電力取引所のホームページを参考。
http://www.jepx.org/membership/index.html  
516 資源エネルギー庁電力・ガス事業部「託送制度について」（2006.3.23）3 頁。 
517 資源エネルギー庁電力・ガス事業部「託送制度について」（2006.3.23）11 頁。 

































                                                   
519「電力システムに関する改革方針」（2013 年 4 月 2 日閣議決定）2 頁。
www.enecho.meti.go.jp/denkihp/kaikaku/20130515-2-2.pdf  












政府は 2014 年 4 月 28 日、電力小売りの全面自由化を柱とする電気事業法改正案を




























は、2013 年 11 月 13 日の参院本会議で自民、公明、民主 3 党などの賛成多数で可決、
成立し、電力システムの第一弾として位置づけられている529。今回の改正電気事業法は、
2015 年に全国規模で電力需給を調整する広域系統運用機関の設立を盛り込むとともに、
2016 年に電力小売の全面自由化、2018 年∼2020 年に電力会社の発送電部門を別会社に
する「発送電分離」を実現する、という電力システム改革の全体像を法律上明らかにし
ている。 
 改革の第 2 弾：小売分野の全面自由化は、2016 年を目途に実施する。本文執筆時点
（2014 年 6 月）で、電力システムの改革が第 2 弾に入る直前期である。経済産業省は、
2016 年に電力の小売分野の全面自由化を実現するために、電気事業法、再生可能エネ



















                                                   
529「発送電分離へ一歩 改正電事法が成立」日本経済新聞・夕刊（2013.11.13）1 頁。 
530「電力改革 攻防第 2 幕」日本経済新聞・朝刊（2014.2.19）5 頁。 
531「電力改革 攻防第 2 幕」日本経済新聞・朝刊（2014.2.19）5 頁 









































537 舟田正之「電力産業における市場支配力のコントロールの在り方」ジュリスト第 1335 号
（2007.6.1）96 頁。 
538 長山浩章『発送電分離の政治経済学』（東洋経済新報社、2012）407 頁。 
539 橘川武郎「電力自由化とエネルギー・セキュリティ：歴史的経緯を踏まえた日本電力業の将
来像の展望」社会科学研究 58（2）（2007.2）183 頁。 































                                                   
541 橘川武郎「電力自由化とエネルギー・セキュリティ：歴史的経緯を踏まえた日本電力業の将
来像の展望」社会科学研究 58（2）（2007.2）194 頁。 
542 長山浩章『発送電分離の政治経済学』（東洋経済新報社、2012）410 頁。 
543 矢島正之『電力政策再考』（産経新聞出版、2012）58 頁。 
544 矢島正之『電力改革再考 自由化モデルの評価と選択』（2004）167 頁。 
545 矢島正之『電力改革再考 自由化モデルの評価と選択』（2004）176 頁。 
546 橘川武郎「電力改革、将来像は、完全自由化、議論大詰め――発送電分離、2 案から選ぶ（検
証）」日本経済新聞朝刊（2012.12.2）11 頁。 
547 長山浩章『発送電分離の政治経済学』（東洋経済新報社、2012）410 頁。 

































                                                   
549 以下の観点は、長山浩章『発送電分離の政治経済学』（東洋経済新報社、2012）414~416 頁
を参考した。 
550 長山浩章『発送電分離の政治経済学』（東洋経済新報社、2012）415 頁。 
551 長山浩章（2012）415 頁 
552 長山浩章（2012）411 頁。 
553 長山浩章（2012）411 頁。 





















日本の現行の「電気事業法」は、1964 年の第 46 回通常国会で可決成立し、同年の 7











                                                   
555 長山浩章（2012）411 頁。 
556 矢島正之『電力政策再考』（産経新聞出版、2012）61 頁。 
557 矢島正之『電力政策再考』（産経新聞出版、2012）61 頁。 
558 野口貴弘「電力システム改革をめぐる経緯と議論」レファレンス 5 月号（2013）42 頁。 







































                                                   
562 資源エネルギー庁公益事業部『電力構造改革―改正電気事業法とガイドラインの解説―』（通
商産業調査会、2000）15 頁。 














１、参入規制；    最終保障約款（届出制） 
２、供給約款（認可制）；   




















                                                   
564 伊藤成康、第四章「公的規制の意義と問題」『講座・公的規制と産業 第一巻 電力』植草
益（NTT 出版、1994）132 頁。 
565『電力構造改革―改正電気事業法とガイドラインの解説』（通商産業調査会、2000）89 頁。 
566 電気事業は、一般電気事業、卸電気事業、特定電気事業及び特定規模電気事業を含んでいる。




送 配 電  






















電気を供給してはならないと定めている（第 18 条第 5 項）。したがって、供給区域外
においても、「一般の需要」（特定規模需要を除く）は存在するものの、供給区域の拡大
の措置を採らない限り、供給を行えないことになる568。 











ればならない（第 19 条第 1 項）。料金の公平性・透明性を確保するため、一般電気事







給を拒んではならない」とされている（第 18 条第 1 項）。 
 また、特定電気事業者に対しても、供給義務を規定している。特定電気事業者は、正
当な理由がなければ、その供給地点における需要に応ずる電気の供給を拒んではならな
い（第 18 条第 3 項）。 
                                                   
567 『電力構造改革―改正電気事業法とガイドラインの解説』（通商産業調査会、2000）89 頁。 
568 『電力構造改革―改正電気事業法とガイドラインの解説』（通商産業調査会、2000）105 頁。 
569 伊藤成康、第四章「公的規制の意義と問題」『講座・公的規制と産業 第一巻 電力』植草
























                                                   






















る（第 16 条の 2 第 2 項）。 
経済産業大臣は、当該届出により一般電気事業者の供給区域内の電気の使用者の利益
が著しく阻害されるおそれがあると認めるときは、その届出の内容を変更し、又は中止







る事項を経済産業大臣に届け出なければならない（第 16 条の 3 第 1 項）。同様に、当
該届出に係る事項を変更しようとするときは、その旨を経済産業大臣に届け出なければ












らない（第 19 条の 2 第 1 項）。最終保障約款の内容が適切でない場合574、経済産業大
臣は、最終保障約款を変更する命令を発動することができる（第 19 条の 2 第 2 項）。 
さらに、最終保障約款には料金の定めを置くことが義務付けられている。現在の約款
が定める料金は、自由化対象となっている需要家向けとして公表されている標準メニュ
ーの料金の 2 割増しの水準となっている575。 
 







条の 2 第 2 項） 




















（第 24 条の 3 第 1 項）。 
さらに、当該託送供給約款が適切でない場合577、経済産業大臣は変更命令を発動する
ことができる（第 24 条の 3 第 3 項）。 
２、託送料金規制 
 託送料金は託送供給約款に定められるが、その算定方法は、「一般電気事業託送供給





                                                   
576 資源エネルギー庁電力・ガス事業部 原子力安全・保安院編『2005 年版電気事業法の解説』








進に支障がないこと（第 24 条の 3 第 3 項）。 












正な電力取引についての指針」（2011 年 9 月 5 日、以下、「電力ガイドライン」という。）
は、電力産業を小売分野（自由化された小売分野と規制されている小売分野）、託送分
野、卸売分野、他のエネルギーと競合する分野という四つの分野に分けている。また、
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年 8 月時点で、実際に自由化分野で供給を行っているのは 39 社である。しかし、自由
化された小売分野における電力会社の市場シェア（販売電力量の占有率）を見ると、既
存の一般電気事業者 10 社の市場シェアが圧倒的に高く、新規参入者である新電力が全
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585 経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部電力市場整備課「電力小売市場の自由化につ









表 5 電力自由化部門における新電力の市場シェアの推移（2008 年∼2012 年）（単位：％） 













3.53  3.56  3.47  2.82  2.54 
うち特
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3.56  3.86  4.17  3.95  3.73  
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シェア 0.44 1.25 5.92 1.24 0.00 4.73 1.17 0.00 1.21 














                                                   
588 公正取引委員会「電力市場における競争の在り方について」（2012.9）1 頁。 





２、新電力に対する電力供給量が低いことである（以下の図 15「原因 2」参照）。 
まず、電気事業法第 2 条 1 項の 3 号591によると、IPP による卸供給及び卸電気事業
はいずれも一般電気事業者に対する電力の供給を前提としているが、卸供給の法的な定
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電気事業法は、託送供給制度を整備して（電気事業法第 24 条 3 項）、託送を拒絶す
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606 公正取引委員会「電力市場における競争の在り方について」（2012.9）17 頁。 













場支配力を有していることが分かる。その発電量は 7,423 億 kwh であり、全発電市場
において約 69.7%を占めている（2012 年度まで）。 
 












発電量 7,423 2,434 683 101 13 10,654 
































日本卸電力取引所（JEPX）は、2005 年 4 月から取引を開始したが、全体的に取引
量は低調に留まっている。日本の卸電力取引所の取引量は、2010 年度は、小売電力量
全体の 0.6%程度であり、卸電力取引所から調達する電力量が新電力の供給力に占める
割合は 10%に満たない612。更に、2011 年度の卸電力取引所の取引量は、47 億 kwh（2010
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619 公正取引委員会（2012.9）24 頁。 





代によって変化している。昭和 22 年（1947 年）に制定された日本の原始独禁法の第六
章には、自然独占に固有な行為621（旧 21 条）を独禁法の適用除外とする条項が設けら
れ、電力産業などの自然独占産業に独禁法は適用されなかった。このような状況は、平
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636 実方謙二『経済規制と競争政策』（成文堂、1983）209 頁。 









２、Otter Tail 事件639（1973 年）からの示唆 
（１）事件の概要640 
米国の電力産業に関する事案で黙示の適用除外の法理の適用が問題になった Otter 
Tail 事件（1973 年）を検討する。 






















の援用禁止等を求めて提訴した。地裁はシャーマン法 2 条違反を認めて、Otter 社に供
                                                   
638 前掲注・宮井雅明 106 頁。 
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立後、Lorain Journal 社は、ラジオ放送局上に広告した人からローカルの広告を受理すること
を拒否した。こうした行為は、独占を維持しようとする企てになるので、シャーマン法 2 条に
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下の表 8 の通りとなる。 
表 8 日本における黙示の適用除外となりうる場面 
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競争政策』（第 6 版）（有斐閣、2011）355 頁、また、岸井大太郎「政府規制と独占禁止法」










                                                                                                                                                     
当する余地はないと判示した。 
651 事業者はその内容を自由に決定できないから、共同意思に基づく行為と評価できず、3 条適












654 岸井大太郎「政府規制と独占禁止法」日本経済法学会編『経済法講座第 2 巻 独禁法の理論
と展開（1）』（三省堂、2002）375 頁。 




































者」とは「商業、工業、金融業その他の事業を行う者」（同法 2 条 1 項）であり、「事業
者団体」とは、「事業者としての共通の利益を増進することを主たる目的とする二以上
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684 根岸哲・舟田正之『独占禁止法概説』（第 4 版）（有斐閣、2010）56 頁。 
685 松下満雄『経済法概説』（第 5 版）（東京大学出版会、2011）54 ~58 頁参照。 
686 金井貴嗣・川浜昇・泉水文雄編著『独占禁止法』（第 3 版）（弘文堂、2010）33 頁。 
687 根岸哲・舟田正之『独占禁止法概説』（第 4 版）（有斐閣、2010）57 頁。 
688 根岸哲・舟田正之『独占禁止法概説』（第 4 版）（有斐閣、2010）57 頁。 
689 松下満雄『経済法概説』（第 5 版）（東京大学出版会、2011）55 頁。 
690 横川和博「公共の利益に反しての意義」土田和博・岡田外司博編『演習ノート経済法』（2008、
法学書院）42 頁。 




































                                                   
692 根岸哲・舟田正之『独占禁止法概説』（第 4 版）（有斐閣、2010）56 頁。 
693 松下満雄『経済法概説』（第 5 版）（東京大学出版会、 2011）54 頁~58 頁参考。 
694 根岸哲・舟田正之『独占禁止法概説』（第 4 版）（有斐閣、2010）58 頁。 






表 9 判断のプロセス 
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防衛庁石油製品入札談合刑事事件（東京高判平成 16 年 3 月 24 日）699においては、
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表 10 判断のプロセス 
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（二）日本電力産業における EF 理論の運用 
一方、日本では、2003 年 10 月 28 日に独禁法研究会の独占・寡占規制見直し検討部
会によって公表された「独禁法研究会報告書」において、EF 理論を独禁法において明
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に陥る（図 16 参照）。 
 






          
 
 











































する行為は、川下市場のおける競争を困難にするので、独禁法 2 条 5 項の私的独占の排
除行為に該当し、同法 3 条に違反すると認定された。 
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以上の行為に対して、東京電力の行為は、2012 年 6 月 22 日に、公正取引委員会は、










792 「東京電力株式会社に対する独占禁止法被疑事件の処理について」公正取引第 743 号（2012．
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がこれを受け入れざるを得ないような場合を指す（優越地位ガイドライン第 2 の 1）。  
この判断に当たっては、乙の甲に対する取引依存度、甲の市場における地位、乙にと
っての取引先変更の可能性、その他甲と取引することの必要性を示す具体的事実を総合
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四 北海道電力私的独占警告事件（2002年 6月 28日） 
（一）事実の概要 
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一方、独禁法についてみると、2000 年改正前旧 21 条には「鉄道事業、電気事業、瓦
斯事業等のその他その性質上当然に独占となる事業を営む者の行う生産、販売または供
給に関する行為であってその事業に固有のもの」について独禁法の適用を除外すると定
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る。これに対して、電気事業法第 24 条の 3 第 5 項は、経済産業大臣は一般電気事業者
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条の 3 第 3 項）。さらに、一般電気事業者が、託送供給の業務について、特定の電気供
給事業者に対し、不当に優先的な取扱いをし、若しくは利益を与え、又は不当に不利な
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該行為の停止又は変更を命ずることができる（電気事業法第 24 条の 6）。そのうち、「不
当に優先的な取扱いをし、若しくは利益を与え、又は不当に不利な取扱いをし、若しく
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批判があった881。そこで、第 2 回の法審議案第 56 条において、反壟断法の執行機関が
業界の監視・管理機関に通知する義務が定められたが、これも意見の一致が得られなか
ったため、結局、最終の草案では反壟断法の執行機関と業界の監視・管理機関の関係を
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まで、中国全国の 5 つの省・自治区・直轄市の総計 15 社（中鋼集団吉林炭素股份有限公司、遼
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常務委員会により 2005 年 2 月 28 日公布）、「再生可能エネルギーの発電価格及び費用
分担管理実施弁法」（国家発展委員会により、2006 年 1 月 4 日公布）、「再生可能エネル
ギー発展基金徴収使用管理暫定弁法」（財政部、国家発展委員会、国家能源局により、
2011 年 11 月 29 日公布）、「再生可能エネルギー電気料金付加補助金管理暫定弁法」（財
政部、国家発展改革委員会、国家能源局により、2010 年 3 月 14 日公布）などの規則に
基づき、再生エネルギーによる電気の上網電気料金（卸売料金）及び関連する補助政策
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889 岸井大太郎「政府規制と独占禁止法」『経済法講座 2 独禁法の理論と展開（1）』（2002）373
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日本では、2000 年の独禁法の改正により、旧 21 条が削除され、自然独占産業に対し
ても独禁法の適用されることになり、電力産業が事業規制法のみで規制されていた状況
から、事業規制法と独禁法の両方から規制される状況に変化したことから、事業規制法
                                                   
892 張占江「反壟断法与行業監管制度関係的建構―以自然壟断行業内制限競争問題的規制為中心」
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と展開（1）』（三省堂、2002）375 頁。 
894 土田和博執筆第十章、金井貴嗣・川浜昇・泉水文雄編著『独占禁止法』（第 3 版）（弘文堂、
2010）450 頁。 






















































































という従来の考え方を変わった。8 条 1 項 1 号には、「公共の利益を反して」という要件はない
ので、同事件には、正当化事由を勘案しながらもその際「公共の利益に反して」という文言に依
拠せず、「競争の実質的制限」を狭く解釈することによって、「公共の利益を反して」という要件
のある条項（2 条 5 項と 6 項）とこの要件のない条項（8 条 1 項 1 号、10 条、13 条～16 条）と
の間の食い違いを解消した。以上、白石忠志『独占禁止法』（有斐閣、2006）87 頁引用。 






























売市場への参入が可能になった。第二回の自由化改革に合わせて、1999 年 12 月に、通
商産業省（当時、現経済産業省）と公正取引委員会は、共同で「適正な電力取引につい
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33~43 頁。又は、「適正な電力取引についての指針」を公表―公取・通産共同で」公正取引情報
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となった。（１）中国電網買収事件（2010 年 2 月）についての分析を通して、国有企業
に対する特別な規制政策の存在により企業結合規制の適用の困難性があることが明ら



































































































年 6 月 22 日）（優越的地位の濫用）、（２）中部電力株式会社による独禁法違反被疑事
件（2001 年 11 月 16 日）（部分供給による参入の妨害）、（３）九州電力株式会社による
独禁法違反被疑事件（2002 年 3 月 26 日）（常時バックアップによる参入の妨害）、（４）
北海道電力私的独占警告事件（2002 年 6 月 28 日）（長期契約による参入の排除）、（５）















































れてなかったケース（前述の山東省魏橋事件（2012 年 5 月）における国家電網公司の
取引拒絶行為）、（２）電力事業法上に適法とする競争制限行為に対して、競争法が当然
に関与できないとしたケース（前述の山東省魏橋事件（2012 年 5 月）における国家電
網公司の民間企業の参入に対する排除行為）、（３）電力事業法ではなく他の産業政策が
存在するため、当該産業政策に従った競争制限行為に対して審査さえ行われなかったケ



























層推進していくことが明らかである。2013 年 11 月に北京で開催された中国共産党第
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